２４新都建構第９５号
平成２４年６月２８日

２７新都建指第１６０８号
改正　平成２８年３月２８日
新宿区擁壁及びがけ改修等支援事業助成金交付要綱

（目的）

第1条　この要綱は、地震、台風、集中豪雨等により災害が発生するおそれのある擁壁等の改修等に必要な資金の一部を助成することにより、区民の生命及び財産を保護するとともに、災害に強いまちづくりの推進を図ることを目的とする。

（通則）

第2条　新宿区擁壁及びがけ改修等支援事業助成金（以下「助成金」という。）の交付に関しては、新宿区補助金等交付規則（昭和45年新宿区規則第7号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（用語の定義）

第3条　この要綱で使用する用語の意義は、建築基準法（昭和25年法律第201号）及び建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）で使用する用語の例による。

２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　擁壁　がけの崩壊を防止するための工作物をいう。

⑵　がけ　地表面の水平面に対する勾配が2分の1を超える傾斜地をいう。

⑶　擁壁等　擁壁及びがけをいう。

⑷　改修等工事　擁壁の新設工事又は築造替え工事で、建築基準法、宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）及び都市計画法（昭和43年法律第100号）並びに東京都建築安全条例（昭和25年東京都条例第89号）に定める基準に適合するものをいう。
（助成対象者）

第4条　助成金の交付の対象者（以下「助成対象者」という。）は、次のとおりとする。

⑴　改修等工事に係る擁壁の全部又は一部の所有者（当該擁壁を複数の者が共有する場合にあっては、当該共有者全員の同意により管理者として選任された者）で次条に規定する助成対象工事を行う者

⑵　改修等工事に係る擁壁が建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第1条の適用を受ける建築物が存する敷地にある場合にあっては、区分所有者の集会の決議により選任された者又は持分の合計が過半となる共有者の承諾を得た者

⑶　所有者の承諾を得て、次条に規定する助成対象工事を行う者

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる条件を満たさない者は、助成対象者としない。

⑴　改修等工事に係る擁壁について、この要綱に基づく助成と同種の他の助成を受けないこと。

⑵　助成対象者が個人（前項第２号の規定に該当する者を除く。）の場合にあっては、その世帯に属する者に区市町村民税を滞納している者がないこと。

　⑶　助成対象者が法人の場合にあっては、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条第1項に規定する中小企業者であること。

３　前2項の規定にかかわらず、区長が特に必要と認めた者については、助成対象者とすることができる。

（助成対象工事）

第5条　助成金の交付の対象となる改修等工事（以下「助成対象工事」という。）は、次の各号のいずれにも該当し、かつ、区長が擁壁の新設又は築造替えの必要を認めたものとする。

⑴　新設し、又は築造替えしようとする擁壁の高さが1.5メートル以上であること。

　⑵　不動産の譲渡を目的とするために所有する擁壁等に係る改修等工事でないこと。

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる条件を満たさない改修等工事は、助成対象工事としない。ただし、新設し、又は築造替えしようとする擁壁の高さが5メートル以上であり、改修等工事に係る擁壁の下端から当該擁壁の高さの2倍に相当する水平距離の範囲内に居住の用に供する建築物が現に存する場合における当該改修等工事については、この限りでない。

⑴　新設し、又は築造替えしようとする擁壁が、建築基準法第42条の規定に基づく道路に対し、改修等工事に係る擁壁の下端から当該擁壁の高さの2倍に相当する水平距離の範囲内にあること。

⑵　新設し、又は築造替えしようとする擁壁が、東京都地域防災計画における急傾斜地崩壊危険箇所の区域内にあり、改修等工事に係る擁壁の下端から当該擁壁の高さの2倍に相当する水平距離の範囲内に居住の用に供する建築物が現に存すること。

３　前2項の規定にかかわらず、建築物の建築計画等により建築物の外壁を擁壁として兼用させる場合又は新たに生じたがけ部分に対して建築物の部分と擁壁を兼用させる場合における当該兼用部分に係る改修等工事は、助成対象工事としない。

４　助成対象工事に係る擁壁を複数の者が共有する場合は、共有者の人数にかかわらず、1件の助成対象工事としてこの要綱を適用する。

５　助成対象工事は、同一の敷地について1回を限度とする。ただし、第７条第2項の擁壁等改修等工事助成全体設計承認書を受けた助成対象工事については、この限りでない。

（助成金の額）

第6条　助成金の額は、予算の範囲内において、助成対象工事に要する費用の3分の1（1,000円未満の端数は、切り捨てる。）に相当する額以内で、かつ、別表の左欄に掲げる施工後の擁壁の高さの区分に応じて同表の右欄に定める額を上限とする。

２　複数に分筆された敷地にまたがる一連の擁壁をそれぞれ異なる者が所有し、又は管理する場合において、当該一連の擁壁に係る助成対象工事を一体で行うときにおける助成金の額は、当該所有し、又は管理するそれぞれの者ごとに負担する助成対象工事に要する費用の3分の1（1,000円未満の端数は、切り捨てる。）に相当する額以内で、かつ、別表の左欄に掲げる施工後の擁壁の高さの区分に応じて同表の右欄に定める額を上限とする。

（全体設計の承認）

第７条　助成対象工事が同一の敷地において複数年度にわたり継続的に工事が行われる場合は、初年度における次条の規定による申請を行う前に、あらかじめ、当該助成対象工事に要する費用の総額、完了予定時期等について、擁壁等改修等工事助成全体設計承認申請書（第１号様式）に区長が別に定める書類を添えて、区長に申請するものとする。

２　区長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、これを適当と認めたときは、擁壁等改修等工事助成全体設計承認書（第２号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。

３　前2項の規定は、前項の規定による承認を受けた全体設計の内容を変更する場合について準用する。

４　第１項の規定による申請は、同一の敷地において１回を限度とする。

（助成金の交付申請）

第８条　助成金の交付を受けようとする者は、擁壁等改修等工事助成金交付申請書（第３号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長に申請するものとする。

⑴　助成対象工事に係る土地の登記簿謄本（3か月以内に発行されたものに限る。）

⑵　当該擁壁を複数の者が共有する場合にあっては、当該共有者全員の同意により管理者として選任された者であることを証する書類及び改修等工事の施工に関する同意書の写し

⑶　当該擁壁が建物の区分所有等に関する法律第1条の適用を受ける建築物が存する敷地にある場合にあっては、区分所有者の集会の決議により又は持分の合計が過半となる共有者の承諾により管理者として選任された者であることを証する書類の写し

⑷　当該擁壁が建物の区分所有等に関する法律第1条の適用を受ける建築物が存する敷地にある場合にあっては、区分所有者の集会の決議により又は持分の合計が過半となる共有者の承諾により改修等工事が施工されることを証する書類の写し

⑸　個人（第4条第2号の規定に該当する者を除く。）にあっては、世帯全員分の住民票等世帯の居住状況が確認できる書類（3か月以内に発行されたものに限る。）及び区市町村民税の納付状況がわかるもの（非課税の場合は、特別区民税・都民税非課税証明書等）

⑹　法人にあっては、法人登記簿謄本若しくは抄本又は登記事項証明書の写し及び常時使用する従業員の数を確認できる資料

⑺　建築基準法による工作物建築確認済証又は都市計画法による開発許可書の写し。ただし、これらに係らない規模の助成対象工事の場合は、区長が別に定める書類及び図面

⑻　設計図書（案内図、配置図、立面図、断面図、構造図等）　　　　　　　　　　　

⑼　工事見積書の写し（内訳書を含む。）

⑽　その他区長が必要と認める書類

（助成金の交付決定）

第9条　区長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、助成金の交付の可否を決定するものとする。

２　区長は、前項の規定により助成金を交付する決定をしたときは擁壁等改修等工事助成金交付決定通知書（第４号様式）により、同項の規定により助成金を交付しない決定をしたときは擁壁等改修等工事助成金不交付決定通知書（第５号様式）により、当該申請を行った者に通知する。

（工事着手等）

第10条　前条第1項の規定による助成金を交付する決定（以下「交付決定」という。）を受けた者（以下「被決定者」という。）は、工事の着手前に、工事着手届（第６号様式）に工事契約書の写し（内訳書を含む。）を添えて、区長に提出するものとする。

２　区長は、必要があると認めるときは、工事中における現場検査を行い、被決定者から工事に関する報告を求めることができるものとする。

（交付決定の変更等）

第11条　被決定者は、交付決定の内容を変更（助成金の額に変更を生じるものに限る。）しようとするときは、擁壁等改修等工事助成金変更交付申請書（第７号様式）に第8条各号に規定する書類（変更に係る部分に限る）を添付して、区長に申請するものとする。

２　区長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、当該変更内容を適当と認めたときは擁壁等改修等工事助成金変更交付決定通知書（第８号様式）により、当該変更内容を適当と認めないときは擁壁等改修等工事助成金変更不交付決定通知書（第９号様式）により被決定者に通知するものとする。

３　交付決定について次に掲げる内容の変更（助成金の額に変更を生じるものを除く。）をしようとするときは、軽微な変更届（第9号の2様式）に第8条各号に規定する書類（変更に係る部分に限る。）を添付して、区長に届け出るものとする。

⑴　第4条第1項第2号に規定する者の変更

　⑵　助成対象事業の事業費の変更

　⑶　当該擁壁の位置、形状、材料等の変更

⑷　前3号に掲げるもののほか、区長が特に必要と認める変更
４　被決定者は、工事の完了前に当該工事を取り止めようとするとき又は助成金の交付を辞退しようとするときは、擁壁等改修等工事取止め願（第１０号様式）を区長に提出するものとする。

（工事完了の報告）

第12条　被決定者は、工事が完了したときは、工事完了報告書（第１１号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長に報告するものとする。

⑴　当該工事に要した経費を証する書類の写し（施工者からの領収書等）

⑵　工事施工写真

⑶　建築基準法又は都市計画法による検査済証の写し。ただし、工作物建築確認又は開発許可を要しない助成対象工事の場合は、この限りでない。

⑷　その他区長が必要と認める書類

（助成金の額の確定）

第13条　区長は、前条の規定による報告を受けたときは、速やかに、完了検査を実施し、その内容を審査するとともに、助成金の交付の適否及びその額を確定する。

２　区長は、前項の規定により助成金の額を確定したときは、擁壁等改修等工事助成金額確定通知書（第１２号様式）により被決定者に通知する。

（助成金の交付請求）

第14条　被決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、擁壁等改修等工事助成金交付請求書（第１３号様式）により、区長に助成金の交付を請求するものとする。

２　区長は、前項の規定による請求を受けたときは、その内容を審査し、これを適当と認めたときは、速やかに助成金を交付するものとする。

（助成金の交付決定の取消し）

第15条　区長は、被決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

⑴　偽りその他不正な手段により交付決定を受けたとき。

⑵　交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

⑶　工事上の重大な瑕疵が判明したとき。

⑷　その他区長が必要と認めたとき。

２　区長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、当該交付決定を取り消された者に対し、擁壁等改修等工事助成金交付決定取消通知書（第１４号様式）により通知する。

（助成金の返還）

第16条　区長は、前条第1項の規定により交付決定を取り消した場合において、既に助成金が交付されているときは、擁壁等改修等工事助成金返還通知書（第１５号様式）により、期限を定めてその返還を命ずるものとする。

（委任）

第17条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、平成24年7月1日から施行する。

２　この要綱は、この要綱の施行の日以後に工事契約が締結される改修等工事について適用する。

　　附　則

　この要綱は、平成28年4月1日から施行する。

別表（第6条関係）

	施工後の擁壁の高さ
	上限額

	1.5メートル以上2メートル未満
	100万円

	2メートル以上3メートル未満
	200万円

	3メートル以上5メートル未満
	300万円

	5メートル以上
	600万円


